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省エネ再エネ住宅推進に向けた
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2025年6月12日、13日 「災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業」説明会



緊急事態、気候危機
○歴史的合意となったパリ協定から10年。気候危機は深刻化し、産業構造や国際情勢等は加速度的に変化
○世界は変化をチャンスに変え、都市のレジリエンスと競争力を高め、持続可能な未来を切り拓こうとしている
○都民の命と暮らしを守り、成⾧軌道に確実につなげていくため、今がまさに分岐点

かつてない大きさで鳴り響く気候危機の警鐘 脱炭素を基軸に大きく転換する産業構造

■気候変動で既にこんな影響が生じている

 2024年、世界平均気温は観測史上最高を記録
 単年度の値として初めて「1.5℃」を超過
 国連事務総⾧が「地球沸騰化の時代が到来」と
危機を訴え

猛暑日数は
80年で約3.1倍

大規模な干ばつ等
様々なリスクが増加

大雨の頻度は
50年で約2.3倍

■世界の再エネ投資は大幅に増加

24州・準州がパリ協定目標達成に向け取組継続を宣言

EUは低炭素技術導入等による新産業戦略を展開欧州

米国

豪州 グリーン水素を国家戦略に

世界の電源別発電量
再エネシェアが拡大
(2027年約４割に)

世界は持続可能な未来を拓く脱炭素戦略を推進



(2025年３月策定)

都の新たな戦略『2050東京戦略』



31の個別目標
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家庭部門対策の重要性

・都内のエネルギー消費量の部門別推移をみると、家庭部門のみ2000年度から唯一増加
・都内CO2排出量の部門別構成比で家庭部門が約3割

住宅の再エネ・省エネ化の推進が重要

■都内部門別最終エネルギー消費の推移



■ 住宅の省エネ化
・住宅の熱の出入りの約7割が開口部（窓・ﾄﾞｱ等）
※夏の冷房時
・都内の住宅ストック約700万戸のうち、
複層ガラス等の普及は約2割（全国約3割）

●都内太陽光発電設備設置割合

■住宅の再エネ化
・太陽光発電の都内建への設置は、約4%

家庭（住宅）の省エネ・再エネ化
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断熱リフォームのメリット
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太陽光発電のメリット



8朝 昼間 夜間夜間

余剰電力
使用電力量

自家消費

太陽光発電の発電量

“蓄電池”に蓄電
“ヒートポンプ給湯器”に貯湯

夕方・夜間に利用

・自宅で創った電気は、自宅での消費が効率的（経済的）
“蓄電池”や“ヒートポンプ給湯器”との組み合わせで、電気を自家消費

・電気の需要と供給のバランスを保つため、充放電や給湯のタイミングを最適化する、
デマンドレスポンスの取り組みに期待（電力需給の安定化、再エネ由来の電力の有効活用に貢献）

太陽光発電の効率的な活用
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災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業

※同じ対象機器に対して、都又は公社から交付される助成金や東京ゼロエミポイントなどを重複して受けることはできません。

住宅の省エネ・再エネ対策を支援



※主な内容のみ記載しております。要件の詳細については交付要綱等で確認してください。
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● 都補助申請時の誓約事項
機器設置に際し、各種ガイドラインを準拠、及び、「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」で定める日常
生活の騒音・振動の基準の遵守を、補助申請時の誓約事項としています。
【ガイドライン】
〇ヒートポンプ給湯
家庭用ヒートポンプ給湯機の据付けガイドブック（一般社団法人日本冷凍空調工業会）
https://www.jraia.or.jp/product/heatpump/t_guide.html

〇太陽光発電設備
太陽光発電の環境配慮ガイドライン（環境省）https://www.env.go.jp/content/900515354.pdf

【都民の健康と安全を確保する環境に関する条例】
環境確保条例（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例）では、日常生活等における騒音・振動の大きさ

の基準値を定めています。 https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/basic/guide/security_ordinance/index.html

注意事項
（公財）東京都環境公社が実施する各種助成金は、都民・事業者の税金を財源として実施してお

り、その適正な執行が強く求められています。
助成金の申請や受給において、虚偽の申告、書類の改ざん、関係者間の取引の偽装など、虚偽

や不正、違法な行為があった場合には、助成金の受給の時期を問わず、厳正に対処いたしますの

で、このような行為は絶対に行わないでください。
また、申請にあっては、助成金の各要綱や法令の規定を遵守してください。


